
福祉医療制度を守り、拡充を求める意見書 

 

子ども医療費助成は、子育て支援の推進施策の大きな柱となっている。また、障

害者医療費助成・精神障害者医療費助成や後期高齢者福祉医療費助成も、障害者や

高齢期の医療を支える大切な施策となっている。これらの福祉医療制度はいずれも、

愛知県民にとってかけがえの無い優れた制度である。 

各市町村が今後も福祉医療制度が安定的に維持できるよう、愛知県の福祉医療制

度の現行水準を存続するとともに、既に多くの市町村が独自に実施している子ども

医療費助成の対象年齢の拡大、精神障害者医療費助成の対象拡大、ひとり暮らしの

非課税高齢者の後期高齢者福祉医療費給付制度への適用など、愛知県の助成対象の

拡充が求められている。 

愛知県におかれては、下記事項について措置を講ずるよう要望する。 

 

記 

 

１．福祉医療制度（子ども、障害者、精神障害者、母子・父子家庭等、高齢者医療）を縮

小せず、存続・拡充すること。 

２．１８歳年度末までの医療費無料制度を実施すること。 

３．精神障害者医療費助成の対象を、一般の病気にも広げること。また、手帳１・２級を

所持しない自立支援医療（精神通院）対象者を、精神障害者医療費助成の対象とす

ること。 

４．後期高齢者医療対象者のうち住民税非課税世帯の医療費負担を無料にすること。

当面、ひとり暮らしの非課税高齢者など後期高齢者福祉医療費給付制度の対象を拡

大すること。 

 

 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により、意見書を提出する。 

 

令 和 ２年 １ ２月 １ ８日 
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